
 

八幡まちづくり協議会規約 

 

 （名称及び事務所） 

第１条 本会は、八幡まちづくり協議会（以下「本会」という。）と称し、事務所を

八幡振興センター内に置く。 

 

 （目的） 

第２条 本会は、八幡地区における福祉、教育文化、環境と防災安全、保健体育、

産業の活性化など共通の課題解決を図り、明るく住みよい地域社会の構築を目指

すとともに、主体的に地域活動を行うことを目的とする。 

 

 （事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

 (1) 地区内の共通の課題解決に向けての協議、学習に関すること。 

 (2) 地区内全域の活性化、各種団体等の活性化及び相互の連絡協調に関すること。 

 (3) 振興センターの管理運営に関すること。 

 (4) その他、目的達成に必要な事業に関すること。 

 

 （構成） 

第４条 本会は、八幡地区に住所を有する者及び八幡地区内に勤務する者のうちか

ら会長が必要と認めた者で構成する。 

 

 （代議員） 

第５条 代議員は、前条の構成のうち八幡地区内の関係機関、諸団体等の代表等及

び有識者並びにまちづくりに意欲の有る者の中から選出する。 

２ 代議員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

３ 補欠による代議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 （代議員会） 

第６条 代議員会は、代議員をもって構成し、本会の最高の決議機関とする。 

２ 代議員会は、会長が招集し、本会の事業に関する事項を決議する。 

３ 代議員会の議長は、その都度代議員の中から選出する。 

４ 代議員会は、代議員の過半数をもって成立し、議事は出席代議員の過半数で決

する。ただし、可否同数の場合は議長が決する。 

５ 次に掲げる事項については、理事会の議決を経て、代議員会の議決を得なけれ

ばならない。 

(1) 事業計画及び収支予算の決定に関すること。 

(2) 事業報告及び収支決算の承認に関すること。 

(3) 規約の変更に関すること。 

(4) その他、必要な事項。 



 

 （役職員) 

第７条 本会に次の役職員を置く。 

(1) 会 長   １名 

(2) 副会長   ２名 

(3) 理 事  ２０名以内 

(4) 監 事   ２名 

２ 役職員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

３ 補欠による役職員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 （会長及び副会長） 

第８条 会長、副会長は、理事会の互選とする。 

２ 会長は、本会を代表し会務を総括する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、あらかじめ定める順位によ

りその職務を代理する。 

 

 （理事及び監事） 

第９条 理事、監事は、代議員会で選任する。 

２ 理事は、共同して業務を決定し、その執行運営にあたる。 

３ 監事は、本会の事業及び会計を監査する。 

 

 （理事会） 

第 10 条 理事会は、会長が招集し、会長が議長を務める。 

２ 理事会は、次の事項を執行する。 

(1) 代議員会の決議に基づく事業計画並びに収支予算、決算に関すること。 

(2) 部会の設置に関すること。 

(3) 代議員の選任に関すること。 

(4) その他、必要な会務に関すること。 

 

 （部会） 

第 11 条 本会に次の部会を設置し、地区の課題について調査、検討し、各種事業を

実施する。 

(1) 総務広報部会 

(2) 福祉部会 

(3) 教育スポーツ部会 

(4) 産業防災部会 

 

２ 部会の部員は、代議員をもって充てる。 

３ 各部会に部員の互選による部長を置き、部会の招集は部長が行う。 

 

 



 

 （企画調整委員会） 

第 12 条 本会に企画調整委員会（以下「委員会」という。）を設置し、次の事項に

ついて協議する。 

(1) 地域コミュニティ事業の企画調整に関すること。 

(2) その他、必要と認める事項。 

２ 委員会の委員は、各部会の代表者をもって構成する。 

３ 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選出する。 

４ 委員会は、委員長が招集する。 

 

 （顧問） 

第 13 条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、会長が委嘱する。 

 

 （事務局） 

第 14 条 本会の事務及び会計を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長及び事務局員を置く。 

３ 事務局長及び事務局員は、理事会の同意を得て、会長が任命する。 

 

 （会計） 

第 15 条 本会の経費は、市の交付金及びその他の収入をもって充てる。 

２ 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終わる。 

３ 新たな会計年度が始まっても当該年度の予算が議決されていない場合は、議決

されるまでの間、会長は、第６条第５項の規定にかかわらず、次の事務について

執行できるものとする。 

 (1) 事務処理に必要な経費の申請及び前金払請求 

 (2) 事務処理に必要な経費の支出 

 (3) 必要なその他の事務 

４ 前項に該当する事務を行った場合は、次回の理事会に報告するものとする。 

 

   附 則 

 この規約は、平成 19 年４月 10 日から施行する。 

 この規約は、平成 22 年 12 月 17 日から施行する。 

 この規約は、平成 24 年４月 20 日から施行する。 

 この規約は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 この規約は、令和５年４月 11 日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 


